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   このたびの東日本大震災により被災された方々に、謹んでお見舞い申し上げます。 

   被災地における一日も早い復旧、復興を心よりお祈りいたします。 

 

   今回は、震災に関連して、中小企業庁による「中小企業向け支援策」のうち、以下の３項目  

についてお知らせします。 

 

 [１] セーフティネット貸付（取引企業倒産対応資金）の特別利率 

 
     このたびの東日本大震災により倒産企業が増加し、取引先企業の倒産による連鎖倒産の発生

を防止するため、経営困難な中小企業を対象とした円滑な資金供給の確保を目的として、

最大０.７５％金利を引き下げる措置が講じられました。 

 
     セーフティネット貸付（取引企業倒産対応資金）の特別利率の内容 

      平成２３年５月２３日から次の基準を満たす企業に対して、特別利率が適用されます。 

     ① 倒産企業に対する売掛金債権等が月平均売上高の２０％以上の場合 

         基準利率から０.７５％を引き下げる 

     ② 倒産企業に対する売掛金債権等が月平均売上高の１０％以上２０％未満の場合 

         基準利率から０.５０％を引き下げる 

 
    ＜ご参考＞ セーフティネット貸付（取引企業倒産対応資金）の概要 

     ① 貸付対象 

       取引先企業等の倒産により経営が困難となっている中小企業で、次のいずれかに  

該当する場合 

      イ．倒産企業に対して５０万円以上の売掛債権を有すること 

      ロ．倒産企業への取引依存度が１０％以上であること 

      ハ．倒産企業に貸付金、前払金、差入保証金等の債権を有すること 等 

     ② 実施機関 

       ㈱日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫 

     ③ 貸付条件 

      イ．資金使途…運転資金 

      ロ．貸付限度額 

       ａ．国民生活事業 … 別枠  ３,０００万円 

       ｂ．中小企業事業 … 別枠１億５,０００万円 

 



 

      ハ．貸付期間（据置期間）…８年以内（３年以内） 

      ニ．貸付利率 

       ａ．国民生活事業 … 基準利率２.１５％※１ 

       ｂ．中小企業事業 … 基準利率１.６５％※１ 

        ※１ 利率は担保の有無、返済期間等により変動 

 

 [２] 被災者雇用開発助成金 

 
    ⑴ 内 容 

      公共職業安定所等の紹介により次の者を雇用する場合には、事業主に対して、被災者雇用

開発助成金が支給されます。 

      次のいずれかに該当し、１年以上雇用されることが見込まれる労働者 

      なお、平成２３年５月２日以降に雇用される労働者に限られます。 

     ① 震災時に被災地域で就業しており、震災により離職を余儀なくされた人 

     ② 震災時に被災地域に居住していた人 

    ⑵ 助成額 

     ① 中小企業 ９０万円（短時間労働者※２は６０万円） 

     ② 大 企 業 ５０万円（短時間労働者※２は３０万円） 

      ※２ 短時間労働者とは、一週間の所定労働時間が同じ事業所に雇用される労働者と

比べて短く、かつ、３０時間未満である人をいいます。 

 

 [３] 輸出品の放射線量の検査料への補助 

     
    ⑴ 内 容 

      日本から製品を輸出する際に、製品の放射線検査を希望する中小企業は、経済産業省が

指定する検査機関で検査を受ける場合には、検査費用負担額が９０％軽減されます。 

    ⑵ 手続き 

      指定検査機関に対して申込み → 持ち込んだ製品の放射線検査結果の報告書を受領 

      → 当該検査機関の通常の検査料の１０％を支払い（検査機関からの請求により） 

 

 

  今回お知らせしました内容につきまして疑問点等がございましたら、お気軽に弊事務所の担当者

までご連絡くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

 

  このたびの東日本大震災の影響による電力不足に対応するため、弊事務所におきましても、６月

より「クール・ビズ」を実施することといたしました。 

  ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

   


